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介護保険制度が変介護保険制度が変 わりますわります
お問い合わせは

長寿支援課　483-1151へ
　計画書は市ホームページ、市役所法務課
情報公開班、図書館で見ることができます。

65歳以上の人の
保険料

40～64歳の人の
保険料
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■図２　要支援・要介護認定者数の推計

■図３　介護保険事業費の推計■図１　高齢者数などの推計

0

3,000,000

6,000,000

9,000,000

12,000,000

15,000,000
(千円)

9,438,537 9,632,875
10,587,339

11,210,49411,970,422
12,859,129

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

20

22

24

26

28

30

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年

( 人 ) (%)

総人口 高齢者人口 高齢化率

194,963 195,666 197,302 198,143 198,908 199,585

23.8
24.3 24.6 24.8 25.0 25.0

46,41146,411 47,50347,503 48,55548,555 49,17849,178 49,64449,644 49,89749,897

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年

912 902 935 984 1,029 1,075
890 991 1,092 1,148 1,197 1,245
1,360 1,440 1,496 1,561 1,614 1,668
1,069 1,108 1,249 1,348 1,443 1,551
787 812

823 839 843 855

753 793 915 1,004 1,090 1,184570 627
685

748 808 875

6,341 6,673
7,195

7,632
8,024

8,453

(人)

要支援1 要支援2 要介護1 要介護２ 要介護3 要介護4 要介護5

※在宅の場合の内訳
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30～32年度の65歳以上の　　　　
介護保険料が変わります

　介護保険料は、サービスの提供に必要な費用
の総額や、65歳以上の被保険者数の見込みなど
を基に、３年ごとに改正されます。
　27～29年度の65歳以上の被保険者数は約４万
6,000人～４万9,000人、市が提供する介護保険
サービスの総額は約297億円でした。
　30年度からの３年間で65歳以上の被保険者
数は、約４万9,000人～５万人、市が提供する介
護保険サービスの総額は、63億円増加の約360億
円を見込んでいます。高齢者や要介護・要支援
認定者の増加などに対応していくために、本市
の30～32年度の保険料と所得段階ごとの対象者
の内容を改正しました。また、国の方針を踏ま
えて、公費を投入することにより、引き続き低
所得者に対する軽減を行います。

保険料と所得段階内容を改正します
　65歳以上の人の介護保険料は、市の介護サー
ビスに必要な費用などから算出された総額を基
に基準額を決定しています。30～32年度の基準
額は５万6,940円（第５段階）になりました。
　30年度に納める保険料は、前年の所得と世帯
状況に応じて15段階に分けられます(右表)。

合計所得金額は、年金・給与などの収入から必
要経費を差し引いた金額の合計で、扶養控除な
どの控除額を引く前の金額です。第１段階の（ ）
内は、低所得者に対する軽減実施後の保険料率
と保険料額になります。年間保険料額や支払方
法などは、７月に送付する「平成30年度介護保
険料額決定通知書」でお知らせします。

自己負担割合「３割」が　　　　　
新しく設けられます

　介護保険を利用したときの自己負担割合は、
今まで１割と２割でしたが、８月１日から、特
に所得の高い人を対象に新しく３割が設けられ
ます。自己負担割合は前年の所得状況で判定し、

　介護保険は、介護が必要になったときに安心してサービスが受けら
れるよう社会全体で支え合う制度です。人口構成やサービスが必要な
人の変化などに対応するため、３年ごとに見直しを行っています。費
用負担が公平になるよう、保険料、自己負担割合などが改正されます。

■30〜32年度の介護保険料の負担割合

■30～32年度の65歳以上（第１号被保険者）の介護保険料
所得段階 対 象 者 保険料率 年間保険料額

第1段階

生活保護を受けている人

0.50
(0.45)

2万8,470円
(2万5,630円)

同じ世帯に
住民税課税者がいない
（世帯全員が
　住民税非課税）

老齢福祉年金を受けている人

前年の合計所得金額と課税年金収入額の
合計が80万円以下の人

第２段階 前年の合計所得金額と課税年金収入額の
合計が80万円を超えて120万円以下の人 0.65 3万7,020円

第３段階 前年の合計所得金額と課税年金収入額の
合計が120万円を超える人 0.75 4万2,710円

第４段階 同じ世帯に
住民税課税者がいる

前年の合計所得金額と課税年金収入額の
合計が80万円以下の人 0.90 5万1,250円

第５段階 前年の合計所得金額と課税年金収入額の
合計が80万円を超える人

1.00
【基準】 5万6,940円

第６段階

本人が住民税課税で
前年の合計所得金額が

120万円未満の人 1.15 6万5,490円

第７段階 120万円以上200万円未満の人 1.30 7万4,030円

第８段階 200万円以上300万円未満の人 1.50 8万5,410円

第９段階 300万円以上400万円未満の人 1.60 9万1,110円

第10段階 400万円以上500万円未満の人 1.70 9万6,800円

第11段階 500万円以上600万円未満の人 1.90 10万8,190円

第12段階 600万円以上700万円未満の人 2.10 11万9,580円

第13段階 700万円以上800万円未満の人 2.30 13万970円

第14段階 800万円以上1,000万円未満の人 2.40 13万6,660円

第15段階 1,000万円以上の人 2.50 14万2,350円

本
人
が
住
民
税
非
課
税


